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単元株制度採用の有無 有（１単元100株）   

１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 12,363 21.5 993 15.7 990 14.8

17年９月中間期 10,178 15.4 858 25.7 862 22.5

18年３月期 20,387 1,296 1,309

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 783 64.8 23 20

17年９月中間期 475 △15.2 42 42

18年３月期 738 65 08

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 33,769,400株 17年９月中間期 11,212,800株 18年３月期11,212,800株
②会計処理の方法の変更 　　無
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （百万円未満切捨） 

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 19,992 5,907 29.6 173 60

17年９月中間期 17,417 4,921 28.3 438 94

18年３月期 18,092 5,196 28.7 462 64

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 34,031,400株 17年９月中間期11,212,800株 18年３月期11,212,800株

②期末自己株式数 18年９月中間期      3,600株 17年９月中間期 1,200株 18年３月期 1,200株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  （百万円未満切捨）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 22,173 1,391 1,018

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　29円92銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 － 16.00 16.00

19年３月期（実績） － －
7.00

19年３月期（予想） － 7.00

　　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮

定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定

及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の７ページを参照してください。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金及び預金 ※２ 3,599,792   3,866,220    4,195,559   

２　受取手形 ※５ 228,233   153,122    121,085   

３　売掛金  6,782,515   8,305,158    6,856,205   

４　たな卸資産  16,093   16,093    16,093   

５　繰延税金資産  13,093   22,333    18,350   

６　その他  241,248   236,451    215,349   

貸倒引当金  △1,305   △2,681    △1,436   

流動資産合計   10,879,672 62.5  12,596,696 63.0 1,717,024  11,421,208 63.1

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産 ※1,2           

(1）建物  1,434,536   1,606,515    1,529,252   

(2）機械及び装置  104,154   78,623    87,988   

(3）土地  3,727,116   4,162,457    3,726,150   

(4）建設仮勘定  144,901   177,307    100,250   

(5）その他  298,449   364,871    348,031   

計  5,709,158   6,389,775   680,617 5,791,672   

２　無形固定資産  105,386   92,154   △13,231 103,020   

３　投資その他の資
産

           

(1）投資有価証券  341,855   527,854    411,050   

(2）関係会社株式  90,000   97,250    97,250   

(3）繰延税金資産  146,903   163,453    144,880   

(4）その他  150,424   130,938    129,012   

貸倒引当金  △6,204   △5,738    △5,943   

計  722,980   913,758   190,778 776,250   

固定資産合計   6,537,524 37.5  7,395,689 37.0 858,164  6,670,943 36.9

資産合計   17,417,197 100.0  19,992,386 100.0 2,575,189  18,092,151 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　支払手形 ※５ 14,240   32,497    11,162   

２　買掛金  6,671,015   8,192,351    6,752,741   

３　短期借入金  3,778,311   4,042,089    4,153,538   

４　一年以内返済予
定の長期借入金

※２ 332,800   314,800    314,800   

５　賞与引当金  4,550   5,300    3,890   

６　その他 ※３ 224,167   319,969    338,758   

流動負債合計   11,025,086 63.3  12,907,007 64.5 1,881,921  11,574,889 64.0

Ⅱ　固定負債            

１　長期借入金 ※２ 1,029,400   714,600    872,000   

２　退職給付引当金  15,034   20,439    15,408   

３　役員退職慰労引
当金

 390,349   409,059    399,602   

４　その他  35,548   33,459    33,709   

固定負債合計   1,470,333 8.4  1,177,557 5.9 △292,775  1,320,721 7.3

負債合計   12,495,419 71.7  14,084,565 70.4 1,589,146  12,895,611 71.3

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   460,560 2.6  － － －  460,560 2.6

Ⅱ　資本剰余金            

１　資本準備金  368,310   －    368,310   

資本剰余金合計   368,310 2.1  － － －  368,310 2.0

Ⅲ　利益剰余金            

１　利益準備金  97,827   －    97,827   

２　任意積立金  3,151,162   －    3,151,162   

３　中間(当期)未
処分利益

 817,854   －    1,080,989   

利益剰余金合計   4,066,844 23.4  － － －  4,329,979 23.9

Ⅳ　その他有価証券評
価差額金

  26,243 0.2  － － －  37,870 0.2

Ⅴ　自己株式   △180 △0.0  － － －  △180 △0.0

資本合計   4,921,777 28.3  － － －  5,196,540 28.7

負債及び資本合計   17,417,197 100.0  － － －  18,092,151 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

１　資本金   － －  529,335 2.7 －  － －

２　資本剰余金            

(1）資本準備金  －   436,692    －   

　資本剰余金合計   － －  436,692 2.2 －  － －

３　利益剰余金            

(1）利益準備金  －   97,827    －   

(2）その他利益剰
余金

           

　　別途積立金  －   3,651,162    －   

　　繰越利益剰余
金

 －   1,176,171    －   

　利益剰余金合計   － －  4,925,161 24.6 －  － －

４　自己株式   － －  △180 △0.0 －  － －

株主資本合計   － －  5,891,008 29.5 －  － －

Ⅱ　評価・換算差額等            

１　その他有価証券
評価差額金

  － －  17,171 0.1 －  － －

２　繰延ヘッジ損益   － －  △359 △0.0 －  － －

評価・換算差額等
合計

  － －  16,812 0.1 －  － －

純資産合計   － －  5,907,820 29.6 －  － －

負債純資産合計   － －  19,992,386 100.0 －  － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   10,178,626 100.0  12,363,683 100.0 2,185,057  20,387,707 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  9,058,018 89.0  11,105,150 89.8 2,047,132  18,574,377 91.1

売上総利益   1,120,608 11.0  1,258,532 10.2 137,924  1,813,330 8.9

Ⅲ　販売費及び一般管
理費

※１  261,885 2.6  265,219 2.2 3,334  516,402 2.5

営業利益   858,722 8.4  993,312 8.0 134,589  1,296,927 6.4

Ⅳ　営業外収益 ※２  45,419 0.5  38,831 0.3 △6,588  96,947 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※３  41,481 0.4  41,644 0.3 162  84,095 0.4

経常利益   862,660 8.5  990,499 8.0 127,838  1,309,778 6.4

Ⅵ　特別利益   886 0.0  364 0.0 △521  1,642 0.0

Ⅶ　特別損失 ※4,5  242,565 2.4  19 0.0 △242,546  248,951 1.2

税引前中間（当
期）純利益

  620,981 6.1  990,844 8.0 369,863  1,062,470 5.2

法人税、住民税
及び事業税

 128,194   215,782    317,663   

法人税等調整額  17,174 145,369 1.4 △8,524 207,257 1.7 61,888 6,059 323,722 1.6

中間（当期）純
利益

  475,612 4.7  783,587 6.3 307,974  738,747 3.6

前期繰越利益   342,241   －  －  342,241  

中間（当期）未
処分利益

  817,854   －  －  1,080,989  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
460,560 368,310 368,310 97,827 3,151,162 1,080,989 4,329,979 △180 5,158,669

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円） 68,775 68,382 68,382      137,157

別途積立金の積立て

（千円）
    500,000 △500,000    

剰余金の配当（千円）      △179,404 △179,404  △179,404

利益処分による役員賞与

（千円）
     △9,000 △9,000  △9,000

中間純利益（千円）      783,587 783,587  783,587

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（千円）

         

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
68,775 68,382 68,382  500,000 95,182 595,182  732,339

平成18年９月30日　残高

（千円）
529,335 436,692 436,692 97,827 3,651,162 1,176,171 4,925,161 △180 5,891,008

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
37,870 － 37,870 5,196,540

中間会計期間中の変動額

新株の発行（千円）    137,157

別途積立金の積立て

（千円）
    

剰余金の配当（千円）    △179,404

利益処分による役員賞与

（千円）
   △9,000

中間純利益（千円）    783,587

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（千円）

△20,699 △359 △21,058 △21,058

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△20,699 △359 △21,058 711,280

平成18年９月30日　残高

（千円）
17,171 △359 16,812 5,907,820
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

①　子会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定）

なお、組込デリバティブを

区分して測定することが出来

ない複合金融商品は、全体を

時価評価し、評価差額を営業

外損益に計上しております。

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定）

なお、組込デリバティブを

区分して測定することが出来

ない複合金融商品は、全体を

時価評価し、評価差額を営業

外損益に計上しております。

②　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により

算定）

なお、組込デリバティブを

区分して測定することが出来

ない複合金融商品は、全体を

時価評価し、評価差額を営業

外損益に計上しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

販売用不動産

個別法による原価法

(3）たな卸資産

販売用不動産

同左

(3）たな卸資産

販売用不動産

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。

　なお、少額減価償却資産につ

いては、事業年度毎に一括して

３年間で均等償却する方法を採

用しております。

　また、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　　８年～50年

機械及び装置　　２年～17年

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　賞与の支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しており

ます。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっており

ます。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

同左

（ヘッジ対象）

借入金

（ヘッジ対象）

同左

（ヘッジ対象）

同左

(3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

－ 40 －



項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象に係る変動金利の

インデックスとヘッジ手段の受

払いに係る変動金利のインデッ

クスが一致しており、相場変動

による相関関係が完全に確保さ

れているため、決算日における

有効性の判定を省略しておりま

す。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理の方法は、

税抜き処理によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） 　　　　　　　　――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純利益

は228,537千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。

 　当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会平成

14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税引前当期純利益は

234,422千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。

　　　　　　　　――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　　　　　　　　―――

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は

5,908,179千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度
（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 1,311,950千円    1,495,747千円    1,399,937千円

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

現金及び預金 20,000千円

建物 303,433千円

土地 704,935千円

計 1,028,369千円

建物 279,517千円

土地    704,935千円

計   984,452千円

建物     290,921千円

土地      704,935千円

計      995,857千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

一年以内返済予定の

長期借入金
257,800千円

長期借入金 591,900千円

計 849,700千円

一年以内返済予定の

長期借入金
  239,800千円

長期借入金  352,100千円

計  591,900千円

一年以内返済予定の

長期借入金
    239,800千円

長期借入金     472,000千円

計     711,800千円

※３．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※３．消費税等の取扱い

同左

※３．　　　　　―――

４．当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約

　当社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に基

づく当中間会計期間末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。

　なお、当中間会計期間の純資産額が

一定金額以上であることを保証する財

務制限条項が付されております。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

2,700,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,700,000千円

４．当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行１行と当座

貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当中間会計期間末の借入未

実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額     200,000千円

借入実行残高  －千円

差引額  200,000千円

４．当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行１行と当座

貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額      200,000千円

借入実行残高  －千円

差引額      200,000千円

※５．　　　　　――― ※５．中間会計期間末日満期手形

　中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当中間会計期

間の末日は、金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形が中

間会計期間末残高に含まれております。

受取手形      21,610千円

支払手形 1,715千円

※５．　　　　　―――
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額

有形固定資産 92,943千円

無形固定資産 10,753千円

有形固定資産       98,982千円

無形固定資産       10,450千円

有形固定資産      197,346千円

無形固定資産       17,372千円

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目

受取利息 2,553千円

仕入割引 13,727千円

投資有価証券売却益 21,691千円

受取利息      1,766千円

仕入割引       15,837千円

投資有価証券売却益       16,249千円

受取利息   4,802千円

仕入割引       26,529千円

投資有価証券売却益       47,783千円

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目

支払利息 35,711千円 支払利息      38,647千円 支払利息       75,084千円

※４．特別損失の主要項目

減損損失 228,537千円

建物除却損 13,876千円

工具器具備品除却損 151千円

※４．　　　　　――― ※４．特別損失の主要項目

減損損失  234,422千円

建物除却損      13,876千円

工具器具備品除却損    652千円

※５．減損損失

　　　当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。

場所 用途 種類 減損損失

栃木県足利市 貸店舗 土地 81,407千円 

栃木県宇都宮市 貸店舗 土地 135,947千円 

栃木県宇都宮市 社宅 土地 3,868千円 

栃木県那須郡 遊休資産 土地 3,651千円 

宮城県石巻市 遊休資産 土地 3,662千円 

　　　当社は、管理会計上の区分を基本とし、

賃貸資産及び遊休資産は物件ごとにグルー

ピングを行っております。

　　　当中間会計期間において、資産グルー

プ単位の収益等を踏まえて検証した結果、

一部の賃貸資産等については、将来キャッ

シュ・フローによって当該資産の帳簿価

額が全額回収できる可能性が低いと判断

し、各資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額228,537千

円を減損損失として特別損失に計上して

おります。

　　　なお、当資産グループの回収可能価額

は鑑定評価額等により算定しております。

※５．　　　　　――― ※５．減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しま

した。

場所 用途 種類 減損損失

栃木県足利市 貸店舗 土地   81,407千円 

栃木県宇都宮市 貸店舗 土地  135,947千円 

栃木県宇都宮市 社宅 土地   3,868千円 

栃木県那須郡 遊休資産 土地   3,651千円 

宮城県石巻市 遊休資産 土地    3,662千円 

栃木県佐野市 遊休資産 土地    5,885千円 

　　　当社は、管理会計上の区分を基本とし、

賃貸資産及び遊休資産は物件ごとにグルー

ピングを行っております。

　　　当事業年度において、資産グループ単

位の収益等を踏まえて検証した結果、一

部の賃貸資産等については、将来キャッ

シュ・フローによって当該資産の帳簿価

額が全額回収できる可能性が低いと判断

し、各資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額234,422千

円を減損損失として特別損失に計上して

おります。

　　　なお、当資産グループの回収可能価額

は鑑定評価額等により算定しております。

－ 44 －



（中間株主資本等変動計算書関係）

　 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　 　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 1,200 2,400 － 3,600

合計 1,200 2,400 － 3,600

　（注）普通株式の自己株式数の増加2,400株は、平成18年４月１日付けで行った株式分割（１対３）によるものでありま

す。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

機械及
び装置

1,274,914 697,616 577,298

無形固
定資産

12,250 3,750 8,500

合計 1,287,164 701,366 585,798

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

機械及
び装置

1,017,596 648,897 368,698

無形固
定資産

12,250 6,750 5,500

合計 1,029,846 655,647 374,198

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械及
び装置

1,127,914 666,402 461,512

無形固
定資産

12,250 5,250 7,000

合計 1,140,164 671,652 468,512

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 220,176千円

１年超 375,451千円

計 595,628千円

１年内    170,684千円

１年超    209,337千円

計    380,022千円

１年内     185,487千円

１年超     290,994千円

計     476,482千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 126,998千円

減価償却費相当額 117,844千円

支払利息相当額 8,900千円

支払リース料    106,959千円

減価償却費相当額    98,995千円

支払利息相当額      5,574千円

支払リース料      253,239千円

減価償却費相当額      235,130千円

支払利息相当額       16,093千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　支払利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を支払利息相当額

とし、各期の配分方法については、

利息法によっております。

⑤　支払利息相当額の算定方法

同左

⑤　支払利息相当額の算定方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）転貸リース

　上記借主側のファイナンス・リース

取引には、おおむね同一の条件で関係

会社に転貸リースしている取引が含ま

れております。

　なお、当該転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末残高相

当額は、次のとおりであります。

(2）転貸リース

同左

(2）転貸リース

　上記借主側のファイナンス・リース

取引には、おおむね同一の条件で関係

会社に転貸リースしている取引が含ま

れております。

　なお、当該転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料期末残高相当額

は、次のとおりであります。

１年内 215,967千円

１年超 352,251千円

計 568,218千円

１年内    172,391千円

１年超    200,476千円

計    372,868千円

１年内      184,807千円

１年超     264,689千円

計      449,497千円

(3）貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

(3）貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高

(3）貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高

 
取得価額
(千円)

減価償却
累計額
(千円)

中間期末
残高
(千円)

建物 1,789,237 536,991 1,252,245

機械及
び装置

197,816 109,174 88,642

（有形
固定資
産）そ
の他

312,770 152,429 160,340

無形固
定資産

94,185 31,975 62,209

合計 2,394,009 830,570 1,563,438

 
取得価額
(千円)

減価償却
累計額
(千円)

中間期末
残高
(千円)

建物 2,086,670 646,738 1,413,325

機械及
び装置

202,102 128,789 73,313

（有形
固定資
産）そ
の他

424,935 200,020 224,915

無形固
定資産

94,185 50,978 43,206

合計 2,807,892 1,026,526 1,754,759

 
取得価額
(千円)

減価償却
累計額
(千円)

期末残高
(千円)

建物 1,955,397 605,445 1,349,952

機械及
び装置

202,102 120,097 82,004

（有形
固定資
産）そ
の他

384,780 183,762 201,017

無形固
定資産

94,185 41,560 52,624

合計 2,636,464 950,865 1,685,599

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 122,805千円

１年超 1,708,110千円

計 1,830,916千円

１年内   135,831千円

１年超    1,935,395千円

計  2,071,226千円

１年内     132,062千円

１年超    1,870,687千円

計    2,002,750千円

③　受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額

③　受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額

③　受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額

受取リース料 64,273千円

減価償却費 74,000千円

受取利息相当額 18,498千円

受取リース料       73,042千円

減価償却費       80,498千円

受取利息相当額   22,503千円

受取リース料 135,281千円

減価償却費 159,754千円

受取利息相当額    41,005千円

④　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を受取利息相当額

とし、各期の配分方法については、

利息法によっております。

④　利息相当額の算定方法

同左

④　利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

(1）借主側 (1）借主側 (1）借主側

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年内 1,317千円

１年超 549千円

計 1,866千円

１年内      1,275千円

１年超    2,238千円

計      3,513千円

１年内    1,722千円

１年超      1,845千円

計      3,568千円
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）貸主側 (2）貸主側 (2）貸主側

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年内 76,735千円

１年超 49,719千円

計 126,455千円

１年内     75,241千円

１年超       41,993千円

計   117,234千円

１年内       70,080千円

１年超      18,663千円

計       88,744千円

②　有価証券

　前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）、当中間会計期間（自　平成18年４月１日　

至　平成18年９月30日）及び前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）のいずれにおいても子

会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　　　　　　　　―――

 

（株式取得による子会社化）

当社は、平成18年10月24日開催の

取締役会において、岡谷鋼機株式会

社から岡谷ホームコンポーネント株

式会社の株式を取得、子会社化する

ことを決議し、同日付で株式譲渡契

約を締結、株式を取得いたしました。

１　株式取得の目的

当社グループは、在来木造住宅

用プレカット製品の製造及び販売

を軸に、関東、東北、東海地域を

中心に営業展開しております。

　一方、岡谷ホームコンポーネン

ト株式会社は、ツーバイフォー住

宅用部材の製造及び販売を軸に、

関東、近畿、中京、東北を中心に

営業展開しております。

　子会社化により、新分野への参

入、西日本エリアへの本格進出を

視野に入れた事業展開を図り、グ

ループ企業としての総合力向上に

より、企業価値を高めてまいりま

す。

２　子会社となる会社の概要

(1）商号

岡谷ホームコンポーネント株

式会社

(2）主な事業内容

ツーバイフォー住宅用部材の

製造及び販売

(3）資本金

425百万円

　（平成18年２月28日現在）

(4）売上高

8,467百万円

　（平成18年２月期）

３　株式取得の内容

(1）株式取得日

平成18年10月24日

(2）取得株式数

3,996,000株

(3）取得価額

112百万円

(4）取得後の所有割合

88.80％

（株式分割に関する事項）

当社は、平成18年２月14日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨決議しておりま

す。

当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。

１　平成18年４月１日付をもって平

成18年３月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載または記録

された株主の所有株式数を１株に

つき３株の割合をもって分割いた

します。

２　分割により増加する株式数

普通株式　22,428,000株 

３　配当起算日

平成18年４月１日 

前期首に当該株式分割が行われた

と仮定した場合における（１株当た

り情報）の各数値はそれぞれ以下の

とおりであります。

前事業年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

１株当たり
純資産額

１株当たり
純資産額

135円74銭 154円21銭

１株当たり
当期純利益金額

１株当たり
当期純利益金額

22円40銭 21円69銭

－
 
 

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

 21円62銭

なお、前事業年度の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。
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